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経営戦略 

経営の基本方針 

水道は、住民の生活や社会経済活動に欠かすことのできない施設となっており、将来にわたっ

て安全で良質な水を供給していくことが、水道事業者に課せられた重要な使命です。しかし、近

年、少子化による人口減少、使用水量の減少に伴う給水収益の低迷、水道施設の老朽化対策や耐

震化への対策、水道に対するお客様のニーズの高まりなど、水道事業を取り巻く環境が大きく変

化しており、高度化、多様化する課題への取組が求められています。 

経営の基本方針としては、これらの経営環境に対応するために、本ビジョンの基本理念「誰も

が安全・安心にして やすらぎのある暮らしを支える水道」に基づき、安定的な水道サービスを

将来にわたり提供できるように、中長期的な更新計画及び財政状況の見通しを踏まえて、収支バ

ランスを考慮した事業運営を行います。 

また、本企業団では、2020年（令和２年）７月に「北名古屋水道企業団水道事業経営戦略」を

策定し、水道事業を運営してきましたが、本ビジョンの策定に合わせて「経営戦略」の見直しを

行い、新たに10年間の投資・財政計画を策定します。 
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投資・財政計画 

（１）投資計画 

ア．投資計画の考え方 

本ビジョンにおける投資計画は、20年間の計画である「配水場施設等更新計画」、「管路

再整備計画」のうち該当期間10年分の投資計画を策定します。 

 

① 新中央配水場の整備 

新中央配水場に配水施設を統合するために、既設中央配水場の代替施設として、中央

配水場に隣接する北側田地に新中央配水場を整備します。その後、既設中央配水場の配

水機能を停止し、師勝配水場の代替配水池の築造と配水機能の整備を進めます。 

 

② 基幹管路の更新 

「管路再整備計画」では、新中央配水場から配水区域の東側への配水を計画しており、

既設の基幹管路では口径が不足するため、配水量に合わせた口径の基幹管路への更新整

備を図ります。また、重要給水施設へ配水する基幹管路の耐震化整備を実施する計画と

します。 

 

③ 重要給水施設配水管路の耐震化 

配水場から重要給水施設への全線耐震化を目指し、計画期間内の10年間に43箇所のう

ち、24箇所の重要給水施設に向けた配水支管を整備します。 

 

④ 中心市街地の配水ブロック化 

中心市街地は３ブロックに分け、中心市街地北部を東配水区、中心市街地南部と線路

西側を西配水区とする計画としています。本計画期間内には、中心市街地北部と南部

（一部線路西側）への配水支管の整備を図ります。 
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イ．投資計画の目標 

投資計画の達成度を評価するために、業務指標により目標値を設定します。 

 

① 基幹管路の耐震管率 

基幹管路の耐震管率は、13.2％から33.4％への向上を目指します。 

 

② 重要給水施設配水管路の耐震管率 

重要給水施設配水管路の耐震管率は、26.4％から61.2％への向上を目指します。 

 

表9-2-1 投資計画の目標 

指標 

現況値 

2022 

（R4） 

目標値 

2033

（R15） 

説明 

基幹管路の耐震管率 13.2％ 33.4％ 

（基幹管路のうち耐震管延長／基幹管路延長） 

×100 

単位：％ 

重要給水施設配水管路

の耐震管率 
26.4％ 61.2％ 

（重要給水施設配水管路のうち耐震管延長 

／重要給水施設配水管路延長）×100 

単位：％ 

※配水場から重要給水施設まで全線が耐震化された施設数は2033年度（令和15年度）には０箇所ですが、2034年度（令和16年

度）に新中央配水場直下の基幹管路が完成すると43箇所中19箇所（44.2％）となります。 

 

ウ．事業計画 

投資計画の考え方に基づいた事業計画を策定します。本事業計画における投資額は85.6

億円を見込みます。 

 

① 施設整備事業（新中央配水場整備） 

中央配水場の隣接地に新中央配水場を造成し、配水池と管理棟の築造、東配水系統の

受変電設備とポンプ設備の整備を図ります。 

師勝配水場については、ポンプ設備が老朽化していることから、新中央配水場の完成

までの対策として必要な整備を図ります。 

概算工事費 3,558,898千円 

事業年度 2024年度（令和６年度）～2033年度（令和15年度） 

 

② 施設統合基幹管路更新事業 

配水施設の統合に必要な基幹管路７路線の耐震化整備を図ります。 

概算工事費 1,421,317千円 

事業年度 2024年度（令和６年度）～2033年度（令和15年度） 
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③ 重要給水施設基幹管路更新事業 

重要給水施設に配水する基幹管路14路線の耐震化整備を図ります。 

概算工事費 853,795千円 

事業年度 2024年度（令和６年度）～2033年度（令和15年度） 

 

④ 重要給水施設配水管路更新事業（配水支管） 

24箇所の重要給水施設に配水する配水支管の耐震化整備を図ります。 

概算工事費 610,830千円 

事業年度 2024年度（令和６年度）～2033年度（令和15年度） 

 

⑤ 中心市街地管路更新事業（配水支管） 

中心市街地を３ブロックに分け、中心市街地北部と南部（一部線路西側）の配水支管 

の整備を図ります。 

概算工事費 313,300千円 

事業年度 2025年度（令和７年度）～2029年度（令和11年度） 

 2031年度（令和13年度）～2033年度（令和15年度） 

 

⑥ 老朽管更新事業（配水支管） 

配水支管の漏水対策として、配水支管の耐震化整備を図ります。 

概算工事費 600,000千円 

事業年度 2024年度（令和６年度）～2033年度（令和15年度） 

 

⑦ 支障移転事業（下水道支障移転） 

公共下水道事業の事業計画に合わせ、配水支管の耐震化整備を図ります。 

概算工事費 1,197,500千円 

事業年度 2024年度（令和６年度）～2033年度（令和15年度） 
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表9-2-2 事業計画 

項目 
概算工事費 

(千円) 

2024 

（R6） 

2025 

（R7） 

2026 

（R8） 

2027 

（R9） 

2028 

（R10） 

2029 

（R11） 

2030 

（R12） 

2031 

（R13） 

2032 

（R14） 

2033 

（R15） 

施設整備事業 3,558,898           

施設統合基幹管路更新事業 1,421,317           

重要給水施設基幹管路更新事業 853,795           

重要給水施設配水管路更新事業 610,830           

中心市街地管路更新事業 313,300           

老朽管更新事業 600,000           

支障移転事業 1,197,500           

合計 8,555,640  

 

図9-2-3 年度別事業費の内訳 
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図9-2-4 管路整備計画図 
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エ．経費の考え方 

投資以外の経費について、以下に整理します。 

 

表9-2-5 投資以外の経費の考え方 

区分 考え方 具体的指標 

人件費 職員数は現状維持とする 昇給率 0.26％ 

事務費 現状の事務費の水準が継続する 
2023 年度（令和５年度） 

予算値 

委託費 現状の委託費の水準が継続する 
2023 年度（令和５年度） 

予算値 

修繕費 現状の修繕費の水準が継続する 
2023 年度（令和５年度） 

予算値 

動力費 単位水量当たり動力費×給水量 
2023 年度（令和５年度） 

４～９月平均単価 

受水費 基礎水量料金＋その他水量料金＋使用料金 料金の値上げを見込む 

減価償却費 

資産減耗費 
過去の施設整備と事業計画に基づき試算 実績予測値 

企業債償還金・利息 償還金計算により償還金と利息を計算 利率 2.0％ 

 

 
管路更新工事（推進工） 
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（２）財源の見通し 

ア．財源の考え方 

① 給水収益 

給水収益は、水道事業の最も主要な財源となります。料金収入の見通しでは、給水量

の減少に伴い、給水収益も減少していく見通しとします。 

 

② 企業債 

「配水場施設等更新計画」と「管路再整備計画」による長期間にわたる事業を実施す

るために、実質的な世代間負担の公平という観点により、企業債の借入れを実施します。 

 

③ 補助金 

投資計画の整備において、生活基盤施設耐震化等交付金の対象事業に該当するものは、

国庫補助金を積極的に活用します。配水施設の統廃合は、水道事業運営基盤強化推進等

事業に該当し、事業費の1/3の補助を見込む計画とします。重要給水施設配水管の整備は、

水道施設等耐震化事業に該当し、事業費の1/4の補助を見込む計画とします。 

 

イ．財源に関する目標 

財源確保の取組について評価するために、財源に関連する目標値を設定します。 

① 経常収支比率 

経常収支比率＝100％以上 

経常収支比率は、水道事業の収益性を表す指標で、収益を確保するために100％以上を

確保します。経常収支比率が100％未満の場合は、経常損失が生じていることを示してい

ます。 

 

② 料金回収率 

料金回収率＝100％以上 

料金回収率は、経営状況の健全性を表す指標で、健全性を確保するために100％以上を

確保します。料金回収率が100％未満の場合は、給水にかかる費用が料金収入以外の収入

で賄われていることを意味し、適正な料金収入を確保することが必要となります。 

 

③ 企業債残高 

企業債残高＝40億円以内 

企業債残高は、企業債の返済が経営に及ぼす影響を考慮して、40億円以内に収めるこ

とを目指します。また、企業債残高が40億円を超過しないように、建設改良費の財源確

保に向けた収益的収支における利益の確保に努めます。 
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④ 純利益の確保 

収益的収支利益＝２億円以上 

収益的収支における各年度の純利益は、長期前受金戻入を差し引いても単年度利益の

黒字が確保可能な２億円以上を目標とします。収益的収支の利益は、将来の施設整備事

業に備え、建設改良積立金に積み立てます。 

 

表9-2-6 財源に関する目標 

指標 

現況値 

2022 

（R4） 

目標値 

2033

（R15） 

説明 

経常収支比率 117.4％ 100％以上 

（営業収益+営業外収益）／（営業費用＋営業外費用）

×100 

単位：％ 

料金回収率 119.2％ 100％以上 

供給単価／給水原価 

×100 

単位：％ 

企業債残高 21.6 億円 40 億円以内  

純利益の確保 3.0 億円 ２億円以上  

 

 
中央配水場自家発電設備 
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（３）収支バランス 

ア．収益的収支 

収益的収入は、2022年度（令和４年度）と比較すると、主要な財源である給水収益の減

少に伴い、2033年度（令和15年度）に1.0億円減少する見込みとなります。収益的支出は、

2022年度（令和４年度）と比較すると、受水費は県営水道の値上げにより、動力費も燃料

価格の高騰により費用の増加が見込まれ、また、減価償却費は更新計画の推進により増加

するため、2033年度（令和15年度）に2.3億円増加する見込みとなります。 

収益的収支のバランスとしては、2022年度（令和４年度）の単年度利益である3.0億円程

度から年々減少し、2032年度（令和14年度）以降赤字となり、翌年度以降の整備事業に備

える積立てができなくなる見込みとなります。 

 

イ．資本的収支 

資本的収入は、施設整備事業と重要給水施設配水管事業への補助金の活用や、企業債の

借入れにより増加する見込みとなります。資本的支出は、本ビジョンにおける投資計画を

進めるため、2022年度（令和４年度）以前と比較すると、工事費が単年度平均8.6億円とな

り、大幅に増加する見込みとなります。資本的収入が支出に対して不足する額は、毎年4.4

～11.6億円となり、過去の減価償却費の積立である内部留保資金と建設改良積立金で補て

んする計画とします。 

 

ウ．資金残高と企業債残高 

資金残高は、2022年度（令和４年度）の15.6億円から2033年度（令和15年度）の5.2億円

まで減少する見込みとなります。企業債残高は、2022年度（令和４年度）の21.6億円から

2033年度（令和15年度）の42.0億円まで増加する見込みとなります。 

投資計画の財源は、現行の料金水準を継続すると収益的収支の利益が減少し、建設改良

積立金に積み立てることができなくなるため、内部留保資金と企業債に頼ることとなり、

資金残高が減少する一方で、企業債残高は増加していくこととなります。 

今後、給水量の低下による料金収入が減少する場合には、収益的収支の赤字が発生する

ことが予測され、安定した事業運営に向けた料金水準の改定について検討していく必要が

あります。 
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表9-2-7 収益的収支の見通し 
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5

営
業
外
収
益

1
6
0
,
7
6
7

1
6
4
,
9
5
7

1
6
1
,
0
6
5

1
5
4
,
1
3
9

1
5
4
,
2
0
8

1
4
1
,
9
3
5

1
3
6
,
3
3
9

1
3
3
,
2
1
9

1
3
1
,
1
4
9

1
2
9
,
1
3
8

1
2
7
,
0
0
6

1
2
5
,
6
4
9

1
2
3
,
8
4
8

1
2
1
,
6
6
3

長
期
前
受
金
戻
入

1
5
9
,
7
5
5

1
6
4
,
0
0
3

1
6
0
,
2
5
4

1
5
3
,
4
2
4

1
5
3
,
0
9
3

1
4
1
,
2
2
0

1
3
5
,
6
2
4

1
3
2
,
5
0
4

1
3
0
,
4
3
4

1
2
8
,
4
2
3

1
2
6
,
2
9
1

1
2
4
,
9
3
4

1
2
3
,
1
3
3

1
2
0
,
9
4
8

そ
の
他
収
益

1
,
0
1
2

9
5
4

8
1
1

7
1
5

1
,
1
1
5

7
1
5

7
1
5

7
1
5

7
1
5

7
1
5

7
1
5

7
1
5

7
1
5

7
1
5

特
別
利
益

9
,
1
8
6

2
,
4
4
5

2
,
3
0
1

7
0
5

7
,
5
8
3

7
0
5

7
0
5

7
0
5

7
0
5

7
0
5

7
0
5

7
0
5

7
0
5

7
0
5

収
入
合
計

A
2
,
0
0
5
,
4
6
5

1
,
9
9
5
,
0
3
9

1
,
9
7
6
,
9
1
9

1
,
9
6
2
,
3
7
8

1
,
9
4
8
,
4
1
1

1
,
9
3
9
,
9
6
3

1
,
9
3
1
,
2
7
0

1
,
9
3
0
,
7
2
2

1
,
9
2
0
,
9
7
7

1
,
9
1
3
,
2
5
7

1
,
9
0
5
,
4
7
6

1
,
9
0
2
,
8
0
9

1
,
8
8
9
,
6
8
4

1
,
8
8
1
,
9
1
1

営
業
費
用

1
,
6
4
1
,
9
9
9

1
,
6
2
4
,
0
2
1

1
,
6
4
5
,
1
7
5

1
,
7
6
7
,
6
3
5

1
,
7
6
7
,
0
8
7

1
,
6
9
4
,
7
5
1

1
,
7
4
4
,
5
8
5

1
,
8
5
4
,
5
0
9

1
,
7
7
0
,
2
7
5

1
,
7
9
8
,
4
1
9

1
,
8
1
2
,
9
7
7

1
,
8
2
1
,
3
7
2

1
,
8
2
5
,
9
1
5

1
,
8
3
9
,
3
9
1

人
件
費

2
1
7
,
8
3
3

2
0
9
,
0
4
0

2
2
4
,
1
5
4

2
3
2
,
6
0
4

2
4
8
,
0
9
1

2
4
0
,
5
9
1

2
4
1
,
2
1
8

2
4
1
,
8
4
5

2
4
2
,
4
7
2

2
4
3
,
1
0
1

2
4
3
,
7
3
4

2
4
4
,
3
6
8

2
4
5
,
0
0
4

2
4
5
,
6
4
2

委
託
料

1
2
8
,
5
8
8

1
2
8
,
7
2
3

1
4
7
,
0
8
0

1
5
1
,
8
4
4

1
3
8
,
2
7
0

1
4
1
,
8
4
4

1
4
1
,
8
4
4

1
4
1
,
8
4
4

1
4
1
,
8
4
4

1
4
1
,
8
4
4

1
4
1
,
8
4
4

1
4
1
,
8
4
4

1
4
1
,
8
4
4

1
4
1
,
8
4
4

修
繕
費

4
5
,
7
4
6

2
3
,
4
7
1

2
6
,
8
9
2

4
1
,
8
6
6

8
1
,
4
3
0

4
1
,
8
6
6

4
1
,
8
6
6

1
4
1
,
8
6
6

4
1
,
8
6
6

4
1
,
8
6
6

4
1
,
8
6
6

4
1
,
8
6
6

4
1
,
8
6
6

4
1
,
8
6
6

動
力
費

4
5
,
5
9
8

4
5
,
9
9
6

6
7
,
3
1
9

1
4
1
,
1
1
5

8
7
,
7
8
3

7
7
,
0
1
8

7
6
,
8
8
2

7
6
,
9
9
4

7
6
,
6
6
1

7
6
,
4
1
1

7
6
,
1
6
4

7
6
,
1
0
8

7
5
,
6
1
3

7
5
,
3
6
9

受
水
費

5
9
5
,
4
7
5

6
2
5
,
5
8
4

6
1
8
,
1
5
0

6
2
7
,
9
3
2

6
5
0
,
4
8
8

6
3
9
,
6
0
2

6
7
8
,
7
8
1

6
7
9
,
1
5
5

6
7
7
,
6
4
0

6
7
6
,
5
0
9

6
7
5
,
5
5
3

6
7
5
,
3
8
1

6
7
3
,
4
2
4

6
7
2
,
5
3
0

減
価
償
却
費

5
2
1
,
5
7
6

5
1
1
,
4
9
5

4
8
5
,
0
6
2

4
9
2
,
7
5
9

4
8
1
,
7
0
1

4
7
4
,
3
8
3

4
8
4
,
5
5
0

4
9
3
,
3
5
8

5
1
0
,
3
5
4

5
3
9
,
2
5
7

5
5
4
,
3
9
2

5
6
2
,
3
8
3

5
6
8
,
7
5
5

5
8
2
,
7
3
8

資
産
減
耗
費

3
9
,
2
8
1

3
7
,
3
5
2

2
6
,
0
6
4

2
0
,
6
3
6

2
0
,
8
1
8

2
0
,
6
3
6

2
0
,
6
3
6

2
0
,
6
3
6

2
0
,
6
3
6

2
0
,
6
3
6

2
0
,
6
3
6

2
0
,
6
3
6

2
0
,
6
3
6

2
0
,
6
3
6

そ
の
他
営
業
費
用

4
7
,
9
0
2

4
2
,
3
6
0

5
0
,
4
5
4

5
8
,
8
7
9

5
8
,
5
0
6

5
8
,
8
1
1

5
8
,
8
0
8

5
8
,
8
1
1

5
8
,
8
0
2

5
8
,
7
9
5

5
8
,
7
8
8

5
8
,
7
8
6

5
8
,
7
7
3

5
8
,
7
6
6

営
業
外
費
用

4
3
,
0
3
3

3
9
,
5
0
9

3
6
,
5
2
6

3
5
,
2
7
3

3
4
,
9
9
8

3
5
,
6
5
5

4
8
,
7
0
4

5
3
,
8
6
0

6
1
,
0
8
3

6
6
,
3
2
3

7
3
,
6
0
9

7
0
,
8
1
9

7
1
,
8
0
1

7
4
,
9
7
1

企
業
債
利
息

4
2
,
0
5
0

3
8
,
5
2
4

3
5
,
3
3
6

3
4
,
1
6
7

3
4
,
0
1
4

3
4
,
5
4
9

4
7
,
5
9
8

5
2
,
7
5
4

5
9
,
9
7
7

6
5
,
2
1
7

7
2
,
5
0
3

6
9
,
7
1
3

7
0
,
6
9
5

7
3
,
8
6
5

雑
支
出

9
8
3

9
8
5

1
,
1
9
0

1
,
1
0
6

9
8
4

1
,
1
0
6

1
,
1
0
6

1
,
1
0
6

1
,
1
0
6

1
,
1
0
6

1
,
1
0
6

1
,
1
0
6

1
,
1
0
6

1
,
1
0
6

特
別
損
失

9
0
0

7
0

9
7

6
3
6

6
3
6

6
3
6

6
3
6

6
3
6

6
3
6

6
3
6

6
3
6

6
3
6

6
3
6

6
3
6

支
出
合
計

B
1
,
6
8
5
,
9
3
2

1
,
6
6
3
,
6
0
0

1
,
6
8
1
,
7
9
8

1
,
8
0
3
,
5
4
4

1
,
8
0
2
,
7
2
1

1
,
7
3
1
,
0
4
2

1
,
7
9
3
,
9
2
5

1
,
9
0
9
,
0
0
5

1
,
8
3
1
,
9
9
4

1
,
8
6
5
,
3
7
8

1
,
8
8
7
,
2
2
2

1
,
8
9
2
,
8
2
7

1
,
8
9
8
,
3
5
2

1
,
9
1
4
,
9
9
8

当
年
度
純
利
益
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
C
＝
A
-
B

3
1
9
,
5
3
3

3
3
1
,
4
3
9

2
9
5
,
1
2
1

1
5
8
,
8
3
4

1
4
5
,
6
9
0

2
0
8
,
9
2
1

1
3
7
,
3
4
5

2
1
,
7
1
7

8
8
,
9
8
3

4
7
,
8
7
9

1
8
,
2
5
4

9
,
9
8
2

△
 
8
,
6
6
8

△
 
3
3
,
0
8
7

建
設
改
良
積
立
金
へ
の
積
立
　
　
　
　
D

1
3
0
,
0
0
0

1
3
0
,
0
0
0

1
5
0
,
0
0
0

1
3
0
,
0
0
0

1
5
1
,
0
0
0

1
3
8
,
0
0
0

1
9
9
,
0
0
0

1
3
1
,
0
0
0

2
1
,
0
0
0

8
5
,
0
0
0

4
6
,
0
0
0

1
8
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0

0

減
債
積
立
金
へ
の
積
立
　
　
　
　
　
　
　
E

2
0
,
0
0
0

2
0
,
0
0
0

2
0
,
0
0
0

2
0
,
0
0
0

7
,
0
0
0

7
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0

6
,
0
0
0

1
,
0
0
0

4
,
0
0
0

2
,
0
0
0

0
0

0

建
設
改
良
積
立
金
の
取
崩
し
　
　
　
　
F

8
0
,
0
0
0

0
0

0
2
0
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0

1
5
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0

4
5
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

8
5
,
0
0
0

0
0

0

減
債
積
立
金
の
取
崩
し
　
　
　
　
　
　
　
G

2
0
,
0
0
0

0
0

0
0

0
0

0
1
0
0
,
0
0
0

0
3
9
,
0
0
0

0
0

0

資
本
費
へ
の
組
み
入
れ
　
　
　
　
　
　
　
H

4
4
9
,
5
5
9

2
5
9
,
7
5
5

1
6
4
,
0
0
3

1
6
0
,
2
5
4

0
2
0
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0

1
5
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0

5
5
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

1
2
4
,
0
0
0

0
0

当
年
度
未
処
分
利
益
剰
余
金
 
I
=
前
年
 
I
+
C
-
D
-
E
+
F
+
G
-
H

4
8
5
,
5
5
0

4
0
7
,
2
3
4

3
6
8
,
3
5
2

2
1
6
,
9
3
2

4
0
4
,
6
2
2

4
6
8
,
5
4
3

3
4
6
,
8
8
8

2
8
1
,
6
0
5

6
9
8
,
5
8
8

1
5
7
,
4
6
7

2
0
1
,
7
2
1

6
9
,
7
0
3

5
1
,
0
3
5

1
7
,
9
4
8

収 益 的 収 支 （ 税 抜 き ）

収 入 支 出
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表9-2-8 資本的収支の見通し 

  

（
単

位
：

千
円

）

20
20
年

20
21
年

20
22
年

20
23
年

20
24
年

20
25
年

20
26
年

20
27
年

20
28
年

20
29
年

20
30
年

20
31
年

20
32
年

20
33
年

令
和
2
年

令
和
3
年

令
和
4
年

令
和
5
年

令
和
6
年

令
和
7
年

令
和
8
年

令
和
9
年

令
和
1
0
年

令
和
1
1
年

令
和
1
2
年

令
和
1
3
年

令
和
1
4
年

令
和
1
5
年

決
算

決
算

決
算

予
算

予
算

計
画

計
画

計
画

計
画

計
画

計
画

計
画

計
画

計
画

負
担
金

26
7,
55
4

23
2,
30
4

26
8,
92
5

18
6,
40
0

16
8,
58
9

10
5,
32
5

10
5,
32
5

10
5,
32
5

10
5,
32
5

10
5,
32
5

10
5,
32
5

10
5,
32
5

10
5,
32
5

10
5,
32
5

企
業
債

30
0,
00
0

20
0,
00
0

20
0,
00
0

20
0,
00
0

20
0,
00
0

80
0,
00
0

40
0,
00
0

50
0,
00
0

40
0,
00
0

50
0,
00
0

0
20
0,
00
0

30
0,
00
0

30
0,
00
0

補
助
金

0
0

0
0

26
,0
00

15
5,
25
6

39
,2
01

64
,5
03

19
7,
41
5

98
,1
10

34
,6
31

33
,0
35

24
,8
56

33
,1
29

収
入
合
計

A
56
7,
55
4

43
2,
30
4

46
8,
92
5

38
6,
40
0

39
4,
58
9

1,
06
0,
58
1

54
4,
52
6

66
9,
82
8

70
2,
74
0

70
3,
43
5

13
9,
95
6

33
8,
36
0

43
0,
18
1

43
8,
45
4

建
設
改
良
費

83
1,
05
6

59
2,
04
9

60
8,
70
5

1,
00
2,
03
0

89
8,
91
7

1,
48
5,
73
9

79
6,
85
0

1,
06
1,
65
1

1,
56
2,
95
3

1,
00
5,
39
4

53
8,
46
4

56
8,
00
8

88
0,
57
0

71
8,
14
5

人
件
費

44
,9
95

47
,7
25

40
,8
19

50
,5
68

52
,1
99

50
,8
31

50
,9
63

51
,0
96

51
,2
29

51
,3
62

51
,4
96

51
,6
30

51
,7
64

51
,8
99

工
事
費

77
6,
00
5

52
1,
78
6

54
5,
06
0

81
7,
29
7

80
6,
58
3

1,
28
2,
64
7

71
5,
88
6

97
9,
23
7

1,
49
6,
37
0

94
4,
98
1

48
0,
02
5

48
7,
18
7

68
3,
39
5

64
4,
64
3

そ
の
他
費
用

10
,0
56

22
,5
38

22
,8
26

13
4,
16
5

40
,1
35

15
2,
26
1

30
,0
01

31
,3
18

15
,3
54

9,
05
1

6,
94
3

29
,1
91

14
5,
41
1

21
,6
03

企
業
債
償
還
金

20
5,
81
6

20
0,
47
7

19
5,
64
8

19
0,
38
1

17
4,
63
3

14
6,
08
4

15
2,
06
6

15
4,
34
9

15
7,
08
9

15
3,
72
8

15
3,
35
1

16
8,
76
9

15
8,
14
8

15
1,
46
4

支
出
合
計

B
1,
03
6,
87
2

79
2,
52
6

80
4,
35
3

1,
19
2,
41
1

1,
07
3,
55
0

1,
63
1,
82
3

94
8,
91
6

1,
21
6,
00
0

1,
72
0,
04
2

1,
15
9,
12
2

69
1,
81
5

73
6,
77
7

1,
03
8,
71
8

86
9,
60
9

資
本
的
収
支
不
足
額
　
　
　
　
　
A-
B

△
 4
6
9,
3
18

△
 3
6
0,
2
22

△
 3
3
5,
4
28

△
 8
0
6,
0
11

△
 6
7
8,
9
61

△
 5
7
1,
2
42

△
 4
0
4,
3
90

△
 5
4
6,
1
72

△
 1
,
01
7
,3
0
2

△
 4
5
5,
6
87

△
 5
5
1,
8
59

△
 3
9
8,
4
17

△
 6
0
8,
5
37

△
 4
3
1,
1
55

仮
受
消

費
税

-仮
払
消

費
税

　
　

　
C

△
 5
1
,6
8
0

△
 3
0
,9
9
9

△
 2
9
,7
1
3

△
 6
5
,9
8
9

△
 6
7
,5
0
9

△
 1
3
2,
6
50

△
 6
3
,7
4
7

△
 9
0
,2
1
4

△
 1
4
0,
3
31

△
 8
4
,5
6
2

△
 3
7
,8
5
6

△
 4
0
,7
9
7

△
 7
2
,0
3
9

△
 5
5
,7
8
3

資
本
的
収
支
不
足
額
（
税
込
み
）
　
　
A-
B
+C

△
 5
2
0,
9
98

△
 3
9
1,
2
21

△
 3
6
5,
1
41

△
 8
7
2,
0
00

△
 7
4
6,
4
70

△
 7
0
3,
8
92

△
 4
6
8,
1
37

△
 6
3
6,
3
86

△
 1
,
15
7
,6
3
3

△
 5
4
0,
2
49

△
 5
8
9,
7
15

△
 4
3
9,
2
14

△
 6
8
0,
5
76

△
 4
8
6,
9
38

資 本 的 収 支 （ 税 抜 き ）

収 入 支 出
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表9-2-9 資金残高と企業債残高 
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さらなる経営健全化の取組 

（１）水道料金の検証 

本企業団では、施設・管路の老朽化対策と効率的な運用を図るために、配水機能を新中央

配水場に統合する計画を策定しました。今後、新中央配水場への施設の統合を確実に実施し

ていくためには、財源の確保が必要となります。 

近年、水道を取り巻く環境は、人口減少や節水型機器の普及、環境保護の観点から水需要

は減少傾向であり、給水収益の低下を招く要因となっております。また、燃料費を始めとし

た物価の高騰、新たなサービス導入への対応等による費用の増加を招く要因が発生しており、

安定した水道経営を持続するためには、経営戦略を基に収支バランスを確保していくことが

重要となります。特に水道事業は、『拡張の時代』から『維持管理の時代』へと変化してお

り、適正な水道料金のあり方を、改めて議論していかなければならない状況と考えられます。 

現在の水道料金は、基本料金と従量料金から構成されており、基本料金は主に水道施設等

の維持管理に係る固定費、従量料金は主に水需要の増減に伴い変化する薬品費や動力費など

の変動的経費を賄うものとされています。一般的に、従量料金は逓増型を採用しており、水

源開発が未整備の時代に企業などの大口需要者による水需要を抑制する目的と、市民生活に

おける家事、生活用水としての負担軽減を目的に導入されており、時代背景の変化とともに

水道利用者がサービスの量に応じた負担を担う水道料金への転換を図ることが迫られていま

す。 

また、高度経済成長期においては、水道施設を拡張することにより、水需要の確保を目指

して経営を安定させてきましたが、人口減少等による水需要の低下が予測される今後におい

ては、水道施設における総括原価を踏まえた料金体系を明確にし、将来の更新費用の確保を

することが求められています。さらには、近年の大規模自然災害に備え、施設の耐震化を早

急に進める必要があります。 

これらの背景を踏まえ、水道事業のサービスを維持し、安定経営を持続させるためには、

時代背景に応じた適正な料金体系を明確にし、お客様の理解を求めていく必要があります。 

 

（２）広域連携 

現代の水道事業においては、経費削減に伴い職員数が減少しており、施設の更新、維持管

理、各種サービスの提供を効率的、効果的に行わなければなりません。今後、人口減少や施

設の老朽化に伴い、経営状況の改善が見込まれない状況においては、水道事業の広域連携が

求められています。 

市町村の枠組を超えた広域連携は、技術水準の確保や事務処理の効率化等に効果が期待で

きます。近隣市町の水道事業体と積極的に情報交換等を行い、合同講習会や合同防災訓練な

ど実現可能な取組から連携強化を図り、理想的な広域連携の方策について検討していきます。 
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